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　町内に事業場（工場等）を新設または増設する民間事業者
に対し、固定資産税の課税を3年間全額免除する優遇措置制
度（厚岸町工業等振興条例）を設けています。

（1）製造業
（2）旅館業（下宿営業を除く）
（3）農林水産物等販売業（町内において生産された農林水産物またはその農林水産物を原料や材
　　料として製造、加工や調理をしたものを店舗において主に他の地域の人に販売することを目
　　的とする事業のこと）
    ※（3）の農林水産物等販売業は、平成29年6月30日から新たに追加されました

（1）事業場の新設または増設のための投下設備額が1,000万円を超える事業者
（2）町税等に滞納がない事業者

（1）事業の用に供する家屋                        
（2）事業の用に供する償却資産
（3）その敷地である土地（取得してから1年以内のものに限る） 

　措置の対象となった固定資産税を操業開始または増設後、事業場に最初に課税された年度から
3年間全額（増設にあっては増設した部分）を免除します。

　工事着手前に、あらかじめ事業の指定を受ける申請が必要ですので、町ホームページより申請
書等をダウンロードするか、まちづくり推進課商工雇用推進係までご連絡ください。

　まちづくり推進課商工雇用推進係
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